
�愛媛県規則第５号
愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生

の防止に関する条例施行規則の一部を改正する規則を次のよ

うに定める。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の

発生の防止に関する条例施行規則の一部を改正する規

則

第１条 愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害

の発生の防止に関する条例施行規則（平成１２年愛媛県規則

第３６号）の一部を次のように改正する。

第５条第１号中「都市基盤整備公団、緑資源公団」を「

日本郵政公社、都市基盤整備公団」に改め、「、年金福祉

事業団、簡易保険福祉事業団、水資源開発公団」及び「、

日本鉄道建設公団」を削り、「及び日本下水道事業団」を

「、日本下水道事業団及び年金資金運用基金」に改め、同

条中第７号を第８号とし、第２号から第６号までを１号ず

つ繰り下げ、第１号の次に次の１号を加える。

� 独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２

条第１項に規定する独立行政法人

第２条 愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害

の発生の防止に関する条例施行規則の一部を次のように改

正する。

第５条第１号中「、石油公団」を削る。

第３条 愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害

の発生の防止に関する条例施行規則の一部を次のように改

正する。

第５条第１号中「、雇用・能力開発機構」を削る。

第４条 愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害

の発生の防止に関する条例施行規則の一部を次のように改

正する。

第５条第１号中「、労働福祉事業団」及び「、環境事業

団」を削り、同条中第８号を第９号とし、第３号から第７

号までを１号ずつ繰り下げ、第２号の次に次の１号を加え

る。

� 国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）に基づき

設立された国立大学法人及び大学共同利用機関法人

第５条 愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害

の発生の防止に関する条例施行規則の一部を次のように改

正する。

第５条第１号中「、都市基盤整備公団」を削る。

第６条 愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害

の発生の防止に関する条例施行規則の一部を次のように改

正する。

第５条第１号中「、地域振興整備公団」を削る。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規

定は平成１６年２月２９日から、第３条の規定は同年３月１日か

ら、第４条の規定は同年４月１日から、第５条の規定は同年

７月１日から、第６条の規定は独立行政法人中小企業基盤整

備機構の成立の日から施行する。

�������
�愛媛県規則第６号
食品衛生法施行細則等の一部を改正する規則を次のように

定める。

平成１６年２月２７日金曜日 第１５３６号

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社
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平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

食品衛生法施行細則等の一部を改正する規則

（食品衛生法施行細則の一部改正）

第１条 食品衛生法施行細則（昭和２３年愛媛県規則第６２号）

の一部を次のように改正する。

第４条中「第１９条の２第１項」を「第４９条第１項」に改

める。

第８条第１項中「第２０条」を「第６７条」に、「様式第２

号」を「、様式第２号」に改める。

第９条中「第２０条第２項」を「第６７条第２項」に改める

。

第１０条第１項中「第２１条第２項」を「第５２条第２項」に

改める。

第１２条中「第２０条の２から第２０条の４」を「第６８条から

第７０条」に改める。

第１３条第１項中「第２１条」を「第７１条」に改め、同項た

だし書中「第２０条第１項第５号」を「第６７条第１項第５号

」に改める。

第１４条中「第２１条」を「第５２条」に改める。

様式第１号１中「第４条の２」を「第１３条」に改め、同

様式４�中「第１９条の１７第４項各号」を「第４８条第４項各
号」に改める。

様式第２号（表）中「第２２条から第２４条」を「第５５条又

は第５６条」に改め、同様式（裏）中「第２１条」を「第５２条

」に改める。

様式第３号（表）中「第２１条」を「第５２条」に改める。

（と畜場法施行細則の一部改正）

第２条 と畜場法施行細則（昭和２９年愛媛県規則第１３号）の

一部を次のように改正する。

�

第１１条中「と畜場法施行条例」を「と畜場法施行条例」

に改める。

（愛媛県漁港管理条例施行規則の一部改正）

第３条 愛媛県漁港管理条例施行規則（昭和３９年愛媛県規則

第８８号）の一部を次のように改正する。

第３条第２号中「第４条」を「第６条」に改める。

（食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律施行細

則の一部改正）

第４条 食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律施

行細則（平成４年愛媛県規則第１号）の一部を次のように

改正する。

第２条の表２の項左欄の欄中「第９条第２項」を「第２７

条第２項」に改め、同表３の項同欄中「第１４条」を「第３２

条」に改める。

様式第３号注３中「第５条第９号」を「第３５条第１２号」

に改める。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（食品衛生法施行細則の一部改正に伴う経過措置）

２ この規則施行の際現に第１条の規定による改正前の食品

衛生法施行細則様式第２号の規定により提出されている食

品営業許可申請書は、同条の規定による改正後の食品衛生

法施行細則様式第２号の規定により提出された食品営業許

可申請書とみなす。

３ この規則施行の際現に第１条の規定による改正前の食品

衛生法施行細則様式第３号の規定により交付している営業

許可証は、同条の規定による改正後の食品衛生法施行細則

様式第３号の規定により交付した営業許可証とみなす。

�愛媛県告示第３５５号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

告 示

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サービス
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８１１１１０１３３ 医療法人瀬戸医心会 愛媛県北条市小川甲８２
番地

通所リハビリテ
ーション 三好整形外科医院 愛媛県北条市小川甲８２

番地 平成１６年１月１日

３８７０１０３７５５ 有限会社三光資産 愛媛県松山市天山一丁
目８番８号

痴呆対応型共同
生活介護

グループホームさんこ
う

愛媛県松山市南土居町
１３１番地１ 平成１６年１月５日

３８７３２００７５６ 有限会社大島ストアー 愛媛県越智郡宮窪町宮
窪２７８３番地２ 福祉用具貸与 有限会社大島ストアー 愛媛県越智郡宮窪町宮

窪２７８３番地２ 平成１６年１月１３日

３８７０５０００３４ 有限会社東予ケア・サ
ービス

愛媛県新居浜市垣生１
－６－２５ 福祉用具貸与 有限会社東予ケア・サ

ービス
愛媛県新居浜市垣生１
－６－２５ 平成１６年１月１３日

３８７０２００７３４ 有限会社ワードアイ 愛媛県今治市東村五丁
目８番３５号 訪問介護 おかげさん 愛媛県今治市東村五丁

目８番３５号 平成１６年１月１５日

３８７０３００５４２ コスモス介護サービス
有限会社

愛媛県宇和島市中央町
二丁目４番２６号 訪問介護 コスモス介護サービス

有限会社
愛媛県宇和島市中央町
二丁目４番２６号 平成１６年１月１５日

３８７３９００５１２ 愛媛物産株式会社 愛媛県北宇和郡松野町
豊岡３０６３ 通所介護 デイサービスセンター

なごみ
愛媛県北宇和郡松野町
豊岡３０６３ 平成１６年１月１５日

３８６０５９０９８７ 株式会社東雲精工 愛媛県新居浜市東雲町
二丁目６番６５号 訪問看護 訪問看護ステーション

しののめ
愛媛県新居浜市東雲町
二丁目６番６５号 平成１６年１月１５日

愛 媛 県 報平成１６年２月２７日 第１５３６号
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�愛媛県告示第３５６号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事

業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３５７号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、指定居宅介護支援事業者から、次のとおり指定居宅介護支援事

業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３５８号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、指定居宅介護支援事業者から、次のとおり指定居宅介護支援事

業所の名称及び所在地を変更した旨の届出があった。

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サービス
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地
変 更 前 変 更 後

３８７１０００３６４ 有限会社アクト・ヒュ
ーマンケア

福岡県福岡市南区向野
二丁目６番２５号

福祉用具
貸与

有限会社アクト・ヒ
ューマンケア愛媛営
業所

愛媛県伊予郡松前
町徳丸１３３８－３

愛媛県伊予市下吾
川２０２２－１

平成１５年
１２月１５日

３８７０４００３１８ アトムタクシー株式会
社

愛媛県八幡浜市産業通
１０番１１号 訪問介護 ヘルパーステーショ

ン西予
愛媛県八幡浜市大
平一番耕地８７０番
地５

愛媛県八幡浜市産
業通１０番１１号

平成１５年
１０月１日

３８７０１０２０３９ 有限会社亀さんち 愛媛県松山市正円寺一
丁目７番１１号 訪問介護 亀さんち

愛媛県松山市桑原
五丁目９番３８号
花番地２０２号

愛媛県松山市正円
寺一丁目７番１１号

平成１５年
１０月１５日

３８７０１０００３３ 有限会社旭調剤薬局 愛媛県松山市東石井五
丁目７番２４号

福祉用具
貸与

あさひ・かいご相談
室

愛媛県松山市東石
井町３８０－７

愛媛県松山市東石
井五丁目７番２４号

平成１５年
１１月２５日

３８７０１０２２９４ 有限会社ケアサポート
まごころ

愛媛県松山市三津二丁
目１０番１号 訪問介護 有限会社ケアサポー

トまごころ
愛媛県松山市北斎
院町７８５番地の５

愛媛県松山市三津
二丁目１０番１号

平成１６年
１月２１日

３８７０１０１９３２ 芙蓉メンテナンス株式
会社

愛媛県松山市和泉北四
丁目２番７号

福祉用具
貸与

芙蓉メンテナンス株
式会社

愛媛県松山市和泉
５３３－２

愛媛県松山市和泉
北四丁目２番７号

平成１６年
１月２６日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護支援
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地
変 更 前 変 更 後

３８７０１０２０３９ 有限会社亀さんち 愛媛県松山市正円寺一
丁目７番１１号

居宅介護
支援 亀さんち

愛媛県松山市桑原
五丁目９番３８号
花番地２０２号

愛媛県松山市正円
寺一丁目７番１１号

平成１５年
１０月１５日

３８７０１０００３３ 有限会社旭調剤薬局 愛媛県松山市東石井五
丁目７番２４号

居宅介護
支援

あさひ・かいご相談
室

愛媛県松山市東石
井町３８０－７

愛媛県松山市東石
井五丁目７番２４号

平成１５年
１１月２５日

３８７０１００３１４ 社会福祉法人白寿会 愛媛県松山市天山町２
－５－５

居宅介護
支援

松山市在宅介護支援
センターれんげ荘指
定居宅介護支援事業
所

愛媛県松山市東石
井町１８３

愛媛県松山市東石
井一丁目１１番３０号

平成１５年
１１月２５日

３８７０３００４８４ 有限会社ケアサポート
さくら

愛媛県宇和島市住吉町
二丁目３番３５号

居宅介護
支援 ケアサポートさくら

愛媛県宇和島市住
吉町二丁目３番３５
号

愛媛県宇和島市大
宮町二丁目５番２０
号

平成１６年
１月１３日

３８７０１０２２９４ 有限会社ケアサポート
まごころ

愛媛県松山市三津二丁
目１０番１号

居宅介護
支援

有限会社ケアサポー
トまごころ

愛媛県松山市北斎
院町７８５番地の５

愛媛県松山市三津
二丁目１０番１号

平成１６年
１月２１日

３８１０５１０３８２ 医療法人宮下整形外科
・内科

愛媛県新居浜市松神子
３－１－２６

通所リハビリテ
ーション

医療法人宮下整形外科
・内科

愛媛県新居浜市松神子
３－１－２６ 平成１６年１月１９日

３８７０５０１１４９ 株式会社ふじ 愛媛県新居浜市久保田
町一丁目８番１２号 通所介護 デイサービスセンター

ふじ
愛媛県新居浜市久保田
町一丁目８番１２号 平成１６年１月１９日

３８７３８００３９９ 三泰商事有限会社 愛媛県八幡浜市１４７８番
地 福祉用具貸与 介護支援ショップ西予

三泰商事有限会社
愛媛県東宇和郡宇和町
坂戸３３０番５ 平成１６年１月２２日

３８７０１０３７６３ 有限会社楠の郷 愛媛県松山市南斎院町
２６３番地１ 訪問入浴介護 楠の郷訪問入浴サービ

ス
愛媛県松山市南斎院町
２６３番地１ 平成１６年１月２３日

３８７０４００３７５ 有限会社訪問介護にじ 愛媛県八幡浜市大平１
番耕地８１４番地 訪問介護 有限会社訪問介護にじ 愛媛県八幡浜市大平１

番耕地８１４番地 平成１６年１月２３日
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平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３５９号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事

業を廃止した旨の届出があった。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３６０号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、指定居宅介護支援事業者から、次のとおり指定居宅介護支援事

業を廃止した旨の届出があった。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３６１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第

３項において準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示

の日から４月間縦覧に供する。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護支援
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開設者の主たる
事務所の所在地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所
届 出
年 月 日名 称 所 在 地

変 更 前 変 更 後 変 更 前 変 更 後

３８７０１００２６４ 医療法人河原医院 愛媛県松山市高岡
町６３０－３

居宅介護
支援

河原医院指定居
宅介護支援事業
所

指定居宅介護支
援事業所ハピネ
ス椿

愛媛県松山市高
岡町６３０－３

愛媛県松山市今
在家三丁目９－
２９

平成１６年
１月２０日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サービス
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅サービス事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８６０１９０６７１ 有限会社山起会ライフ
サプライ

愛媛県松山市東石井町
１２２－４ 訪問看護 ヤマキカイ訪問看護ス

テーション
愛媛県松山市東石井町
１２２－５ 平成１５年１２月３１日

３８７０１０３０１１ 有限会社瀬戸内メディ
カル

愛媛県松山市堀江町甲
８４４番地６ 訪問介護 訪問介護クレセント堀

江
愛媛県松山市堀江町甲
８４４番地６ 平成１５年１２月３１日

３８７３５００１８９ フジエース株式会社 愛媛県伊予郡松前町徳
丸１３３８－１ 福祉用具貸与 フジエース株式会社 愛媛県伊予郡松前町徳

丸１３３８－１ 平成１５年１２月３１日

３８１０２２８２０９ 医療法人天楽会 愛媛県今治市泉川町１
－３－４５

短期入所療養介
護 三木病院 愛媛県今治市泉川町１

－３－４５ 平成１６年１月１日

３８４０５４１００１ 株式会社プリポート 愛媛県松山市朝生田町
三丁目８－１５

居宅療養管理指
導 新居浜プリポート薬局 新居浜市新田町一丁目

１－３７ 平成１６年１月３１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護支援
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅介護支援事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８７０２００１２２ 医療法人天楽会 愛媛県今治市泉川町１
－３－４５ 居宅介護支援 みき指定居宅介護支援

事業所
愛媛県今治市泉川町１
－３－４５ 平成１６年１月１５日

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

セブンスター南江戸店 松山市南江戸三丁目
８２２番１外

大規模小売店舗を設置する
者及び当該大規模小売店舗
において小売業を行う者の
住所

株式会社セブンス
ター
松山市東石井町２２
８番地１

株式会社セブンス
ター
松山市東石井一丁
目７番１３号

平成１５年
１１月２５日

平成１６年
２月６日

大規模小売店舗において小
売業を行う者の住所

株式会社一六本舗
松山市東石井町１６
６の１

株式会社一六本舗
松山市東石井二丁
目２２番１３号

セブンスター三津店 松山市会津町７番１
外

大規模小売店舗を設置する
者及び当該大規模小売店舗
において小売業を行う者の
住所

株式会社セブンス
ター
松山市東石井町２２
８番地１

株式会社セブンス
ター
松山市東石井一丁
目７番１３号
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�������
�愛媛県告示第３６２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、川之江市から協議のあった市営土地改良事業（

県単独補助土地改良事業（農道）・大塚地区）の施行に平成

１６年２月１８日同意した。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第３６３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、砥部町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・麻生地区）の施行

に平成１６年２月１６日同意した。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第３６４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、砥部町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・宮内�地区）の施
行に平成１６年２月１６日同意した。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第３６５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、内子町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（農道）・本村地区）の施行に平成１６

年２月１６日同意した。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第３６６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、内子町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・熊の滝地区）の施

行に平成１６年２月１６日同意した。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第３６７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、五十崎町から協議のあった町営土地改良事業（

県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・岡地区）の施行

に平成１６年２月１６日同意した。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第３６８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、五十崎町から協議のあった町営土地改良事業（

県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・門松地区）の施

行に平成１６年２月１６日同意した。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第３６９号
野村町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（農道）・柱谷地区）の施行は、適当と認められ

るので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第

５項において準用する同法第８条第６項の規定により、次の

とおり関係書類を縦覧に供する。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）

・柱谷地区）計画書の写し

� 野村町営土地改良事業等の経費の分担金等徴収に関す

る条例の写し

２ 縦覧期間

平成１６年３月１日から３月２６日まで

３ 縦覧場所

野村町役場

�������
�愛媛県告示第３７０号
野村町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（農道）・向田地区）の施行は、適当と認められ

るので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第

５項において準用する同法第８条第６項の規定により、次の

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有

する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業

経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

愛 媛 県 報平成１６年２月２７日 第１５３６号

１８１



とおり関係書類を縦覧に供する。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）

・向田地区）計画書の写し

� 野村町営土地改良事業等の経費の分担金等徴収に関す

る条例の写し

２ 縦覧期間

平成１６年３月１日から３月２６日まで

３ 縦覧場所

野村町役場

�������
�愛媛県告示第３７１号
広見町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（かんがい排水）・畔屋地区）の施行は、適当と

認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６

条の２第５項において準用する同法第８条第６項の規定によ

り、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・畔屋地区）計画書の写し

� 広見町営土地改良事業等の経費の分担金等徴収に関す

る条例の写し

２ 縦覧期間

平成１６年３月１日から３月２６日まで

３ 縦覧場所

広見町役場

�������
�愛媛県告示第３７３号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定

により、次のように保安林の指定を解除する。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除に係る保安林の所在場所

南宇和郡城辺町僧都８５０の７

２ 保安林として指定された目的

水源のかん養

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第３７４号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２第１項の規定

により、次のように保安林の指定施業要件を変更する。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所

東宇和郡野村町大字野村１７号１４の１、１７号２３の１、１７号

４１の１、１７号５７の１、１７号５８の１、１７号５９の１

２ 保安林として指定された目的

公衆の保健

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

大字野村１７号５９の１

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定め

ない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立

木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定め

る標準伐期齢以上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及

び野村町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第３７５号
愛媛県建設工事請負業者選定要領（昭和３９年７月愛媛県告

示第６０７号）の一部を次のように改正し、平成１６年３月１日

から施行する。

改正後の愛媛県建設工事請負業者選定要領第３条第１項及

び第４条第２項の規定は、公益法人に係る改革を推進するた

めの国土交通省関係法律の整備に関する法律（平成１５年法律

第９６号。以下「公益法人改革推進法」という。）第２条の規

定による改正後の建設業法第２７条の２３第１項の経営事項審査

を受けた者について適用し、公益法人改革推進法第２条の規

定による改正前の建設業法第２７条の２３第１項の経営事項審査

（公益法人改革推進法附則第３条第６項の規定によりなお従

前の例によることとされる場合におけるものを含む。）を受

けた者については、なお従前の例による。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３７２号
家畜商法（昭和２４年法律第２０８号）第３条第１項の規定により、次のように家畜商の免許を与えた。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

登録番号 登録年月日 現 住 所 氏名（又は名称） 生年月日（又は設立年月日）

第１６９８号 平成１６年２月２７日 喜多郡五十崎町大字重松甲５８４番地第２ 大久保 一 富 昭和２７年１０月２３日
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第３条第１項中「経営事項審査を」の下に「受け、同法第

２７条の２９第１項の総合評定値の通知を」を加える。

第４条第２項中「第２７条の２７第１項」を「第２７条の２９第１

項」に、「経営事項審査結果通知書」を「総合評定値通知書

」に改める。

�������
�愛媛県告示第３７６号
愛媛県建設工事共同企業体事務取扱要綱（平成６年１１月愛

媛県告示第１２７５号）の一部を次のように改正し、平成１６年３

月１日から施行する。

この告示の際現に改正前の愛媛県建設工事共同企業体事務

取扱要綱様式第２号の規定により提出されている経常建設共

同企業体競争入札参加資格審査申請書は、改正後の愛媛県建

設工事共同企業体事務取扱要綱様式第２号の規定により提出

された経常建設共同企業体競争入札参加資格審査申請書とみ

なす。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

様式第２号中「経営事項審査結果総合数値」を「経営事項

審査結果総合評定値」に改める。

�愛媛県告示第３７７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３７８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３７９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 長井方堀江線
北条市大西谷字笹ヶ峠甲２５２番２から

松山市東大栗町甲１２９４番４まで
平成１６年２月２７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 内子双海線 喜多郡内子町河内２１２４番
旧 ４．７～５．５ ０．０１１

新 １３．８～１４．０ ０．０１１

〃 〃
喜多郡内子町河内２１２４番から

同町河内２１２２番２まで

旧 ４．１～９．５ ０．０５９

新 １２．０～１６．３ ０．０５９

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 内子双海線 喜多郡内子町河内２１２４番 平成１６年２月２７日

〃 〃
喜多郡内子町河内２１２４番から

同町河内２１２２番２まで
〃
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�愛媛県告示第３８０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３８１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３８２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３８３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 池田中山線
喜多郡内子町大瀬中央２２６０番２から

同町大瀬中央２２７９番３まで

旧 ５．３～８．８ ０．１４５

新 ６．０～９．８ ０．１４５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 池田中山線
喜多郡内子町大瀬中央２２６０番２から

同町大瀬中央２２７９番３まで
平成１６年２月２７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 小田河辺大洲線
喜多郡河辺村大字北平１６３３番２から

同大字１６３２番２まで

旧 ６．２～１０．４ ０．０５０

新 ７．４～２６．３ ０．０５０

〃 〃 喜多郡河辺村大字北平１２２５番２
旧 ３．５～７．１ ０．０６１

新 １６．４～２７．０ ０．０６１

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１５今局建（開）第８号

平成１６年２月１２日
越智郡波方町大字樋口字西窪甲９５０番１０

越智郡波方町大字樋口甲６１３番地１
竹 内 徹

１５西局丹土（開）第２２号

平成１６年２月１３日
東予市楠甲９５番１８

今治市喜田村七丁目３番１５号
河 上 康 文

１５松局伊土検（開）第４４号

平成１６年２月１６日

伊予郡松前町大字南黒田４１３番４、４１３番５、４１４番１、４１７番１及び
４１８番１

松山市竹原町三丁目２０番９号
サンクス西四国株式会社
代表取締役 山 本 順 子
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公 告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県広報紙県民だより「さわやか愛媛」の印刷及び

配送

� 調達物品名及び数量

愛媛県広報紙県民だより「さわやか愛媛」の印刷及び

配送（毎月５６７，３２０部、１２回発行） 一式

� 調達物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 履行期間

契約締結の日から平成１７年３月３１日まで

� 納入場所

知事が指定する場所

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の５パ－セントに相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を

切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので

、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者で

あるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金

額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載するこ

と。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「印刷・製本類」について

平成１６年度及び平成１７年度の製造の請負等に係る一般競争

入札に参加する資格を有すると認められた業者で、次の事

項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

４の規定に該当しない者であること。

� 仕様書に定める納入期日に確実に納入できる体制が整

備されていることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にな

い者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の

交付場所及び問い合わせ先

愛媛県総務部管理局総務管理課用品調達係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２１５６

� 入札書の受領期限

平成１６年４月８日（木）午後２時

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成１６年４月８日（木）午後２時

愛媛県総務部管理局総務管理課会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５

条から第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、封印した入

札書に、この公告に示した物品を納入できることを証明

する書類を添付して、入札書の受領期限までに提出しな

ければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められ

た場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入

札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入

札書は、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した

入札者であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づ

いて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をも

って有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary
� Nature and quantity of the service to be rendered：Printing
related to５６７，３２０×１２copies of Ehime Prefecture’s newsletter
“Sawayaka Ehime”

� Time limit of tender：２：００p．m．，８April２００４
� For further information，please contact：Supplies Procurement
Section，General Administration Division，General Affairs
Department，Ehime Prefectural Government，４―４―２ Ichibancho，
Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan
TEL０８９―９１２―２１５６

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成１６年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

製材機械の売払い

� 売り払う製材機械の名称及び数量
のこ び

ツイン丸鋸角挽き装置（平成１１年製造）一式

� 売り払う製材機械の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 保管場所

愛媛県松山市空港通三丁目１２番５号

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

愛 媛 県 報平成１６年２月２７日 第１５３６号

１８５



該金額の５パ－セントに相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を

切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので

、入札者は、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当

する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

４の規定に該当しない者であること。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問

い合わせ先

愛媛県農林水産部森林局林業政策課森林組合係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２５２７

イ 入札説明書の交付方法

アに掲げる場所で交付する。

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成１６年３月１２日（金）午後２時

� 入札及び開札の場所

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁第１別館８階 農林水産部８階東会議室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札

保証金を入札開始前に納付しなければならない。ただ

し、指定金融機関、指定代理金融機関又は収納代理金

融機関が振出し又は支払保証をした小切手をもって入

札保証金の納付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金

を納付しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び
入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した

入札書は、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３

条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内

で最高価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者

とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

人事委員会規則

�愛媛県人事委員会規則７－９８９
職員の通勤手当の支給等に関する規則の一部を改正する規

則を次のように定める。

平成１６年２月２７日

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

職員の通勤手当の支給等に関する規則の一部を改正す

る規則

職員の通勤手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会

規則７－６５）の一部を次のように改正する。

第４条中「月額」を「額」に改める。

第６条の前の見出し中「運賃等相当額」を「普通交通機関

等に係る通勤手当の額」に改め、同条中「条例第１０条第２項

第１号に規定する運賃等相当額（以下「運賃等相当額」とい

う。）の算出」を「普通交通機関等（特急列車等（条例第１０

条第３項に規定する特急列車等をいう。以下同じ。）及び橋

等（同条第５項に規定する橋等をいう。以下同じ。）以外の

交通機関等をいう。以下同じ。）に係る通勤手当の額」に、

「照し」を「照らし」に、「よる運賃等の額による」を「よ

り算出する」に改める。

第８条第１項中「運賃等相当額」を「条例第１０条第２項第

１号に規定する運賃等相当額（次項において「運賃等相当額

」という。）」に、「よる額の総額」を「掲げる普通交通機

関等の区分に応じ、当該各号に定める額」に改め、同項各号

を次のように改める。

� 定期券を使用することが最も経済的かつ合理的である

と認められる普通交通機関等 通用期間が支給単位期間

（条例第１０条第８項に規定する支給単位期間をいう。以

下同じ。）である定期券の価額

� 回数乗車券等を使用することが最も経済的かつ合理的

であると認められる普通交通機関等 当該回数乗車券等

の通勤２１回分（交替制勤務に従事する職員等にあつては

、平均１箇月当たりの通勤所要回数分）の運賃等の額

� 人事委員会の定める普通交通機関等 人事委員会の定

める額

第８条第２項中「の交通機関等を」を「において」に、「

区間」を「普通交通機関等」に、「よる」を「定める」に改

め、「の総額」を削る。

第８条の３中「月額」を「額」に改め、同条第１号中「交

通機関等」を「普通交通機関等」に改め、「（自転車等の使

用距離が片道９５キロメートル以上であり、かつ、運賃等相当

額が２，２００円未満となる職員（前条に規定する職員を除く。

）を除く。）」を削り、「運賃等相当額及び条例第１０条第２

項第２号に掲げる額の合計額（その額が４５，０００円」を「同条

第２項第１号及び第２号に定める額（同項第１号に規定する

１箇月当たりの運賃等相当額（以下「１箇月当たりの運賃等

相当額」という。）及び同項第２号に定める額の合計額が６０

，０００円」に、「額と４５，０００円との差額の２分の１（その差額

の２分の１が７，５００円を超えるときは、７，５００円）を４５，０００

円に加算した」を「者の通勤手当に係る支給単位期間のうち
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最も長い支給単位期間につき、６０，０００円に当該支給単位期間

の月数を乗じて得た」に改め、同条第２号中「運賃等相当額

」を「１箇月当たりの運賃等相当額（２以上の普通交通機関

等を利用するものとして通勤手当を支給される場合にあつて

は、その合計額。以下「１箇月当たりの運賃等相当額等」と

いう。）」に、「掲げる額」を「定める額」に、「条例第１０

条第２項第１号」を「同項第１号」に改め、同条第３号中「

運賃等相当額」を「１箇月当たりの運賃等相当額等」に、「

掲げる額」を「定める額」に、「条例第１０条第２項第２号」

を「同項第２号」に改める。

第１３条の見出し中「特別料金等の２分の１相当額」を「特

急列車等に係る通勤手当の額」に改め、同条第１項中「条例

第１０条第３項に規定する特別料金等の額の２分の１に相当す

る額（以下「特別料金等の２分の１相当額」という。）の算

出は、特急列車等を利用する場合における通勤の経路及び方

法が」を「特急列車等に係る通勤手当の額は、」に、「もの

による特別料金等の額による」を「特急列車等を利用する場

合における通勤の経路及び方法により算出する」に改め、同

条第２項中「及び第８条」を削り、「特別料金等の２分の１

相当額」を「特急列車等に係る通勤手当の額」に改め、同条

に次の１項を加える。

３ 第８条（第１項第３号を除く。）の規定は、条例第１０条

第３項第１号に規定する特別料金等の額の２分の１に相当

する額の算出について準用する。この場合において、第８

条第１項中「普通交通機関等の」とあるのは「特急列車等

の」と、同項第１号中「普通交通機関等」とあるのは「特

急列車等」と、「価額」とあるのは「価額の２分の１に相

当する額」と、同項第２号中「普通交通機関等」とあるの

は「特急列車等」と、「運賃等の」とあるのは「特別料金

等の額の２分の１に相当する」と、同条第２項中「普通交

通機関等」とあるのは「特急列車等」と読み替えるものと

する。

第１７条第１号中「職員派遣」の下に「（第１８条の２第１項

第３号及び第１８条の４第２項において「公益法人等派遣」と

いう。）」を加える。

第１７条の３の見出し中「通行料金の２分の１相当額」を「

橋等に係る通勤手当の額」に改め、同条第１項中「条例第１０

条第５項に規定する通行料金の額の２分の１に相当する額（

以下「通行料金の２分の１相当額」という。）の算出は、前

条に定める橋その他の施設を利用する場合における通勤の経

路及び方法が」を「橋等に係る通勤手当の額は、」に、「も

のによる通行料金の額による」を「橋等を利用する場合にお

ける通勤の経路及び方法により算出する」に改め、同条第２

項中「及び第８条」を削り、「通行料金の２分の１相当額」

を「橋等に係る通勤手当の額」に改め、同条に次の１項を加

える。

３ 第８条（第１項第３号を除く。）の規定は、条例第１０条

第５項第１号に規定する通行料金の額の２分の１に相当す

る額の算出について準用する。この場合において、第８条

第１項中「普通交通機関等の」とあるのは「橋等の」と、

同項第１号中「普通交通機関等」とあるのは「橋等」と、

「価額」とあるのは「価額の２分の１に相当する額」と、

同項第２号中「普通交通機関等」とあるのは「橋等」と、

「運賃等の」とあるのは「通行料金の額の２分の１に相当

する」と、同条第２項中「普通交通機関等」とあるのは「

橋等」と読み替えるものとする。

第１７条の３の次に次の１条を加える。

（支給日等）

第１７条の４ 通勤手当は、支給単位期間（第４項各号に掲げ

る通勤手当に係るものを除く。）又は当該各号に定める期

間（以下この条及び第１９条において「支給単位期間等」と

いう。）に係る最初の月の職員の給与の支給等に関する規

則（愛媛県人事委員会規則７－０）第２条に規定する給料

の支給定日（以下この条において「支給日」という。）に

支給する。ただし、支給日までに第３条の規定による届出

に係る事実が確認できない等のため、支給日に支給するこ

とができないときは、支給日後に支給することができる。

２ 支給単位期間等に係る通勤手当の支給日前において離職

し、又は死亡した職員には、当該通勤手当をその際支給す

る。

３ 職員がその所属する給料の支払命令代理者を異にして異

動した場合であつて、その異動した日が支給単位期間等に

係る最初の月であるときにおける当該支給単位期間等に係

る通勤手当は、その月の初日に職員が所属する給料の支払

命令代理者において支給する。この場合において、職員の

異動が当該通勤手当の支給日前であるときは、その際支給

するものとする。

４ 条例第１０条第６項の人事委員会規則で定める通勤手当は

、次の各号に掲げる通勤手当とし、同項の人事委員会規則

で定める期間は、当該通勤手当の区分に応じ、当該各号に

定める期間とする。

� 職員が２以上の普通交通機関等を利用するものとして

条例第１０条第２項第１号に定める額（同条第５項の規定

の適用を受ける職員にあつては、同項第１号に定める額

を負担しないものとした場合における同条第２項第１号

に定める額。次号において同じ。）の通勤手当を支給さ

れる場合（次号に該当する場合を除く。）において、１

箇月当たりの運賃等相当額等が６０，０００円を超えるときに

おける当該通勤手当 その者の当該通勤手当に係る支給

単位期間のうち最も長い支給単位期間

� 職員が条例第１０条第２項第１号及び第２号に定める額

の通勤手当を支給される場合において、１箇月当たりの

運賃等相当額及び同号に定める額の合計額が６０，０００円を

超えるときにおける当該通勤手当 その者の当該通勤手

当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間

� 職員が２以上の特急列車等を利用するものとして特急

列車等に係る通勤手当を支給される場合において、条例

第１０条第３項第１号に規定する１箇月当たりの特別料金

等２分の１相当額（第１８条の２第３項第１号において「

１箇月当たりの特別料金等２分の１相当額」という。）

の合計額が２０，０００円を超えるときにおける当該通勤手当

その者の当該通勤手当に係る支給単位期間のうち最も

長い支給単位期間

第１８条第２項中「月額」を「額」に改め、同条の次に次の

３条を加える。

（返納の事由及び額等）
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第１８条の２ 条例第１０条第７項の人事委員会規則で定める事

由は、通勤手当（１箇月の支給単位期間に係るものを除く

。）を支給される職員について生じた次の各号のいずれか

に掲げる事由とする。

� 離職し、若しくは死亡した場合又は条例第１０条第１項

の職員たる要件を欠くに至つた場合

� 通勤経路若しくは通勤方法を変更し、又は通勤のため

負担する運賃等の額に変更があつたことにより、通勤手

当の額が改定される場合

� 月の中途において、地方公務員法（昭和２５年法律第２

６１号。以下「法」という。）第２８条第２項又は職員の分

限に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第４３号。以下「分

限条例」という。）第２条の規定により休職にされ、法

第５５条の２第１項ただし書に規定する許可を受け、教育

公務員特例法（昭和２４年法律第１号）第２６条の規定によ

り大学院修学休業をし、公益法人等派遣をされ、外国の

地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関す

る条例（昭和６３年愛媛県条例第４号。以下「外国派遣条

例」という。）第２条第１項の規定により派遣され、地

方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１

１０号。以下「育児休業法」という。）第２条の規定によ

り育児休業をし、又は法第２９条の規定により停職にされ

た場合であつて、これらの期間が２以上の月にわたるこ

ととなるとき。

� 出張、休暇、欠勤その他の事由により、月の初日から

末日までの期間の全日数にわたつて通勤しないこととな

る場合

２ 普通交通機関等に係る通勤手当に係る条例第１０条第７項

の人事委員会規則で定める額は、次の各号に掲げる場合の

区分に応じ、当該各号に定める額とする。

� １箇月当たりの運賃等相当額等（第８条の３第１号に

掲げる職員にあつては、１箇月当たりの運賃等相当額及

び条例第１０条第２項第２号に定める額の合計額。以下こ

の項において同じ。）が６０，０００円以下であつた場合 前

項第２号に掲げる事由が生じた場合にあつては当該事由

に係る普通交通機関等（同号の改定後に１箇月当たりの

運賃等相当額等が６０，０００円を超えることとなるときは、

その者の利用するすべての普通交通機関等）、同項第１

号、第３号又は第４号に掲げる事由が生じた場合にあつ

てはその者の利用するすべての普通交通機関等につき、

使用されるべき通用期間の定期券の運賃等の払戻しを人

事委員会の定める月（以下この条において「事由発生月

」という。）の末日にしたものとして得られる額（次号

において「払戻金相当額」という。）

� １箇月当たりの運賃等相当額等が６０，０００円を超えてい

た場合 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定

める額

ア イに掲げる場合以外の場合 ６０，０００円に事由発生月

の翌月から支給単位期間に係る最後の月までの月数を

乗じて得た額又は前項各号に掲げる事由に係る普通交

通機関等についての払戻金相当額のいずれか低い額（

事由発生月が支給単位期間に係る最後の月である場合

にあつては、０）

イ 第１７条の４第４項第１号又は第２号に掲げる通勤手

当を支給されている場合 ６０，０００円に事由発生月の翌

月から同項第１号若しくは第２号に定める期間に係る

最後の月までの月数を乗じて得た額又はその者の利用

するすべての普通交通機関等についての払戻金相当額

及び人事委員会の定める額の合計額のいずれか低い額

（事由発生月が当該期間に係る最後の月である場合に

あつては、０）

３ 特急列車等に係る通勤手当に係る条例第１０条第７項の人

事委員会規則で定める額は、次の各号に掲げる場合の区分

に応じ、当該各号に定める額とする。

� １箇月当たりの特別料金等２分の１相当額（２以上の

特急列車等を利用するものとして通勤手当を支給される

場合にあつては、その合計額。以下この項において「１

箇月当たりの特別料金等２分の１相当額等」という。）

が２０，０００円以下であつた場合 第１項第２号に掲げる事

由が生じた場合にあつては当該事由に係る特急列車等（

同号の改定後に１箇月当たりの特別料金等２分の１相当

額等が２０，０００円を超えることとなるときは、その者の利

用するすべての特急列車等）、同項第１号、第３号又は

第４号に掲げる事由が生じた場合にあつてはその者の利

用するすべての特急列車等につき、使用されるべき通用

期間の定期券の特別料金等の払戻しを事由発生月の末日

にしたものとして得られる額の２分の１に相当する額（

次号において「払戻金２分の１相当額」という。）

� １箇月当たりの特別料金等２分の１相当額等が２０，０００

円を超えていた場合 次に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める額

ア イに掲げる場合以外の場合 ２０，０００円に事由発生月

の翌月から支給単位期間に係る最後の月までの月数を

乗じて得た額又は第１項各号に掲げる事由に係る特急

列車等についての払戻金２分の１相当額のいずれか低

い額（事由発生月が支給単位期間に係る最後の月であ

る場合にあつては、０）

イ 第１７条の４第４項第３号に掲げる通勤手当を支給さ

れている場合 ２０，０００円に事由発生月の翌月から同号

に定める期間に係る最後の月までの月数を乗じて得た

額又はその者の利用するすべての特急列車等について

の払戻金２分の１相当額及び人事委員会の定める額の

合計額のいずれか低い額（事由発生月が当該期間に係

る最後の月である場合にあつては、０）

４ 橋等に係る通勤手当に係る条例第１０条第７項の人事委員

会規則で定める額は、第１項第２号に掲げる事由が生じた

場合にあつては当該事由に係る橋等、同項第１号、第３号

又は第４号に掲げる事由が生じた場合にあつてはその者の

利用するすべての橋等につき、使用されるべき通用期間の

定期券の通行料金の払戻しを事由発生月の末日にしたもの

として得られる額の２分の１に相当する額とする。

５ 条例第１０条第７項の規定により職員に前３項に定める額

を返納させる場合において、返納に係る通勤手当の給料の

支払命令代理者と事由発生月の翌月以降に支給される給与

の給料の支払命令代理者が同一であるときは、当該給与か

ら当該額を差し引くことができる。
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（支給単位期間）

第１８条の３ 条例第１０条第８項に規定する人事委員会規則で

定める期間は、次の各号に掲げる普通交通機関等、特急列

車等又は橋等の区分に応じ、当該各号に定める期間とする

。

� 定期券を使用することが最も経済的かつ合理的である

と認められる普通交通機関等、特急列車等又は橋等 当

該普通交通機関等、特急列車等又は橋等において発行さ

れている定期券の通用期間のうちそれぞれ６箇月を超え

ない範囲内で最も長いものに相当する期間。ただし、特

急列車等に係る通勤手当を支給されている場合であつて

、普通交通機関等に係る定期券及び特急列車等に係る定

期券が一体として発行されているときにおける当該普通

交通機関等にあつては、当該特急列車等に係る通勤手当

に係る支給単位期間に相当する期間

� 回数乗車券等を使用することが最も経済的かつ合理的

であると認められる普通交通機関等、特急列車等若しく

は橋等又は第８条第１項第３号の人事委員会の定める普

通交通機関等 １箇月

２ 前項第１号に掲げる普通交通機関等、特急列車等又は橋

等について、同号に定める期間に係る最後の月の前月以前

に、法第２８条の２第１項の規定による退職その他の離職を

すること、長期間の研修等のために旅行をすること、勤務

態様の変更により通勤のため負担する運賃等の額に変更が

あることその他人事委員会がこれらに準ずると認める事由

が生ずることが同号に定める期間に係る最初の月の初日に

おいて明らかである場合には、当該事由が生ずることとな

る日の属する月（その日が月の初日である場合にあつては

、その日の属する月の前月）までの期間について、前項の

規定にかかわらず、同項の規定に準じて支給単位期間を定

めることができる。

第１８条の４ 支給単位期間は、第１８条第１項の規定により通

勤手当の支給が開始される月又は同条第２項の規定により

通勤手当の額が改定される月から開始する。

２ 月の中途において、法第２８条第２項又は分限条例第２条

の規定により休職にされ、法第５５条の２第１項ただし書に

規定する許可を受け、教育公務員特例法第２６条の規定によ

り大学院修学休業をし、公益法人等派遣をされ、外国派遣

条例第２条第１項の規定により派遣され、育児休業法第２

条の規定により育児休業をし、又は法第２９条の規定により

停職にされた場合であつて、これらの期間が２以上の月に

わたることとなつたとき（次項に規定する場合に該当して

いるときを除く。）は、支給単位期間は、その後復職し、

又は職務に復帰した日の属する月の翌月（その日が月の初

日である場合にあつては、その日の属する月）から開始す

る。

３ 出張、休暇、欠勤その他の事由により、月の初日から末

日までの期間の全日数にわたつて通勤しないこととなつた

場合（前項に規定するときから復職等をしないで引き続き

当該期間の全日数にわたつて通勤しないこととなつた場合

を除く。）には、支給単位期間は、その後再び通勤するこ

ととなつた日の属する月から開始する。

第１９条中「月の１日」を「支給単位期間等に係る最初の月

の初日」に、「その月の」を「当該支給単位期間等に係る」

に、「支給する」を「、支給する」に改める。

第２０条中「月額」を「額」に、「随時」を「、随時」に改

める。

第２１条中「の実施」を「に定めるもののほか、通勤手当」

に、「別に」を「、人事委員会が」に改める。

別記様式を次のように改める。
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別記様式（第３条、第４条関係） 通勤届兼通勤手当認定・確認簿

（表）
通勤届兼通勤手当認定・確認簿

任命権者
殿

職名 氏名 � 所属 届出の
理 由

□ 新規（□ 異動等に伴う通勤経路又は方法の変更の場合）
□ 住居の変更 □ 運賃等の負担額の変更
□ 通勤経路又は方法の変更 □ その他（ ）

受 理 年 月 日 年 月 日

届出の理由が生じた日 年 月 日

住居

提 出 年 月 日 年 月 日

往路と帰路が異なる場合の理由 □ 回数券等を使用して利用する交通機関等がある交替
制勤務に従事する職員等
平均１箇月当たりの通勤所要回数 回

□ 直前の届出の区間と同一の区間がある。
（該当する区間に係る順路欄の□に�印を付する。）

順路 通勤方法の別 区 間 距 離 所要時間
乗車券等
の 種 類

乗 車 券 等 の 額

普通交通機関等の運賃等相当額
１箇月当たり
の運賃等相当
額

認 定 期 間
支 給 月

（支給月に○印を付する。）
（毎月の場合は、省略可）回 数 券 等 定 期 券

□１ 住居 から（ 経由） まで ．� 分 円

円
円

（ 箇月）
円

年 月から
年 月まで

１ ２ ３ ４ ５ ６
７ ８ ９ １０ １１ １２

改
正

円
円

（ 箇月）
円

年 月から
年 月まで

１ ２ ３ ４ ５ ６
７ ８ ９ １０ １１ １２

□２ から（ ） まで ．� 分 円

円
円

（ 箇月）
円

年 月から
年 月まで

１ ２ ３ ４ ５ ６
７ ８ ９ １０ １１ １２

改
正

円
円

（ 箇月）
円

年 月から
年 月まで

１ ２ ３ ４ ５ ６
７ ８ ９ １０ １１ １２

□３ から（ ） まで ．� 分 円

円
円

（ 箇月）
円

年 月から
年 月まで

１ ２ ３ ４ ５ ６
７ ８ ９ １０ １１ １２

改
正

円
円

（ 箇月）
円

年 月から
年 月まで

１ ２ ３ ４ ５ ６
７ ８ ９ １０ １１ １２

□４ から（ ） まで ．� 分 円

円
円

（ 箇月）
円

年 月から
年 月まで

１ ２ ３ ４ ５ ６
７ ８ ９ １０ １１ １２

改
正

円
円

（ 箇月）
円

年 月から
年 月まで

１ ２ ３ ４ ５ ６
７ ８ ９ １０ １１ １２

□５ から（ ） まで ．� 分 円

円
円

（ 箇月）
円

年 月から
年 月まで

１ ２ ３ ４ ５ ６
７ ８ ９ １０ １１ １２

改
正

円
円

（ 箇月）
円

年 月から
年 月まで

１ ２ ３ ４ ５ ６
７ ８ ９ １０ １１ １２

計 ．� 分

１箇月当たりの運賃等相当額の合計額 円

年 月 日改正 円

年 月 日改正 円

自転車等の額（条例第１０条第２項第２号の額）
（自転車等の使用距離 �） 円

年 月から
年 月まで

年 月 日改正 円
年 月から
年 月まで

普通交通機関等と自転車等の併用者
規則第８条の３ □第１号 □第２号 □第３号

１箇月当たりの運賃等相当額と自転車等の額との合計額 円
年 月 日改正 円
年 月 日改正 円

１箇月当たりの運賃等相当額の合計額又は
１箇月当たりの運賃等相当額と自転車等の
額との合計額が６０，０００円を超えるとき。

６０，０００円 × ［ 箇月］ ＝ 円 年 月から
年 月まで

１ ２ ３ ４ ５ ６

７ ８ ９ １０ １１ １２
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（裏）

条例第１０条第３項又は第４項の規定の適用を受ける職員
（特急列車等利用者）

特急列車等又は橋等の利用区間
（往復、片道のいずれかに○を付する。）

特別料金等又は通
行料金の額

特別料金等又は通行料金の２分の１
相当額 １箇月当たりの

特別料金等又は
通行料金の２分
の１相当額

認 定 期 間
支 給 月

（支給月に○印を付する。）
（毎月の場合は、省略可）

□１ 異動等に伴い、通勤が困難になつたことにより特急列車等を利用
することとなつた職員（※の欄にも記入すること。）

□２ 単身赴任手当を受給していた職員で、配偶者と同居し通勤が困難
になつたことにより特急列車等を利用することとなつた職員

回 数 券 等 定 期 券

から まで
（往復・片道）

円 円
円

（ 箇月）
円

年 月から
年 月まで

１ ２ ３ ４ ５ ６
７ ８ ９ １０ １１ １２※公務の異動発令年月日 年 月 日

※異動等前の住居への入居年月日 年 月 日 改
正

円 円
円

（ 箇月）
円

年 月から
年 月まで

１ ２ ３ ４ ５ ６
７ ８ ９ １０ １１ １２※異動等の直前の住居

※現住居への入居年月日 年 月 日

から まで
（往復・片道）

円 円
円

（ 箇月）
円

年 月から
年 月まで

１ ２ ３ ４ ５ ６
７ ８ ９ １０ １１ １２特急列車等利用者の特急列車等を利用しない場合の通勤の経路及び方法

等 改
正

円 円
円

（ 箇月）
円

年 月から
年 月まで

１ ２ ３ ４ ５ ６
７ ８ ９ １０ １１ １２順

路
通勤方
法の別

区 間 距 離 所要時間
１箇月当たりの特別料金等の２分の１相当額の合計額 円

１ 住居から（ 経由） まで ． � 分 年 月 日改正 円

２ から（ ） まで ． � 分 年 月 日改正 円

３ から（ ） まで ． � 分
１箇月当たりの特別料金等の２分の１相当額の合計
額が２０，０００円を超えるとき。

２０，０００円×［ 箇月］＝ 円
年 月から
年 月まで

１ ２ ３ ４ ５ ６
７ ８ ９ １０ １１ １２

４ から（ ） まで ． � 分

５ から（ ） まで ． � 分

計 ． � 分 １箇月当たりの通行料金の２分の１相当額の合計額
（橋等利用者の通勤手当の額を条例第１０条第５項第１号及び
第２号の規定による額とするときに記入する。）

円

往路と帰路とが異なる
場合の理由

年 月 日改正 円

年 月 日改正 円

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 確 認 ・ 決 定 （ 改 定 ） 欄

支 給 額 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円
年 月 日

職名 氏名 �

年 月 日改正 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円
年 月 日

職名 氏名 �

年 月 日改正 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円
年 月 日

職名 氏名 �

決
定
事
項

□ 該当（□規則第５条）
□ 条例第１０条第１項第１号
□ 条例第１０条第１項第２号
□ 規則第８条の２（通勤所要回数 回）

□ 条例第１０条第１項第３号
□ 規則第８条の２（通勤所要回数 回）
□ 規則第８条の３
□第１号 □第２号 □第３号

□ 条例第１０条第３項
□ 条例第１０条第４項
□ 条例第１０条第５項

□ 非該当 理由
�
������

�
������

返 納 事 由
規則第１８条の２第１項

返納事由
発生年月

返納対象普通交通機関等
（特急列車等、橋等）

払戻金相当額（払戻金２分の１相当額、規則第１８条の２第４項の額） 備 考
算出基礎

１
□第１号 □第２号
□第３号 □第４号

円

２
□第１号 □第２号
□第３号 □第４号

円

３
□第１号 □第２号
□第３号 □第４号

円

区 分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

担
当
者
確
認
印

年度

年度

年度

年度

注１ 届出に当たつては、太枠の線内だけ記入すること。
２ □のある欄は、該当する□の中に�印を付すること。
３ 「通勤方法の別」欄には、通勤の順路に従い、徒歩、自転車、電車○○線、特急列車○○線等の別を記入すること。
４ 「乗車券等の種類」欄には、定期券（６箇月）、１１枚つづり回数券、優待乗車券等の別を記入すること。
５ 「乗車券等の額」欄には、定期券（６箇月）の価額、１１枚つづり回数券の額等乗車券等に応ずる額を記入すること。
６ 運賃等、特別料金等又は通行料金の額に改定があつた場合における「認定期間」の「 年 月まで」は、改定があつた月（定期券の通用期間中であるときは、支給単位期間等に係る最後の月）を記入すること。
７ 略図（通勤経路を朱線で記入し、特急列車等を利用した場合の通勤経路がこれを利用しない場合と異なるときには、これを利用しない場合の通勤経路を青色の線で併せて記入したもの）を添付すること。
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附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成１６年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則施行の際現に提出されている改正前の職員の通

勤手当の支給等に関する規則別記様式の規定による通勤届

兼通勤手当認定・確認簿（職員の給与に関する条例（昭和

２６年愛媛県条例第５７号）第１０条第１項第２号に掲げる職員

に係るものに限る。）は、改正後の職員の通勤手当の支給

等に関する規則別記様式の規定による通勤届兼通勤手当認

定・確認簿とみなす。

（職員の給与の支給等に関する規則の一部改正）

３ 職員の給与の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規

則７－０）の一部を次のように改正する。

第４条中「移動した」を「異動した」に、「且つ」を「

かつ」に改める。

第５条中「移動」を「異動」に改める。

第８条第２項中「移動した」を「異動した」に改める。

第９条の見出し及び同条第１項中「、通勤手当」を削り

、同条第２項中「移動した」を「異動した」に改め、「、

通勤手当」を削る。

平成１６年２月２７日 印刷
平成１６年２月２７日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円１９２
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